
                     

 

 

(10)各特別会計予算案の概要について 

 

住宅新築資金等貸付事業特別会計      当初予算額  ４０，４００千円 

 本会計の貸付制度（新築・改修・宅地取得）は、平成１３年度で廃止されましたが、

その後の償還等にかかる経費について計上しています。 

 なお、これらの三資金につきましては、公正で適正かつ効率的に償還を進めるため、

平成１７年１月に設立された奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合に加入し、債権

回収は管理組合が行っています。 

本年度の予算総額は４０，４００千円で、歳出では公債費３４，５０６千円、事務費

及び回収管理組合への負担金５，８９４千円を計上しています。 

歳入では、諸収入の回収管理組合返戻金３４，５２９千円、繰入金５，８７０千円、

県支出金１千円を計上しています。 

 《参考》 旧町村の最終貸付年度 大宇陀町  昭和６１年度（新築） 

                 菟田野町  平成１３年度（宅地取得） 

                 榛 原 町  平成 ８年度（新築） 

                 室 生 村  平成１０年度（宅地取得） 

 

市営霊苑事業特別会計           当初予算額  １２，３００千円 

市営赤人霊苑は、昭和５７年４月に開苑以後、平成１４年に拡張工事を行い、全体で

１，１０３区画、４，１２８聖地の永代使用の公募を行っています。 

 その使用率は、予約を含めて平成２４年度末で約７８％です。今後も使用率の向上及

び周囲の環境と調和した公園墓地としての維持管理に努めていきます。 

 歳入は、使用料及び手数料４，８９６千円（うち霊苑管理料７６８千円）、基金利子
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として１６８千円、繰越金７，２３６千円を計上しております。 

 歳出では、人件費９，５００千円、苑内の維持修繕や清掃委託料等維持管理経費とし

て１，２１１千円、基金積立金１６９千円、使用料等還付金９２０千円、予備費として

５００千円を計上しています。 

 

土地取得事業特別会計          当初予算額  １０６，０００千円 

 土地取得事業特別会計は、宇陀市土地開発公社の健全化計画に基づき、計画的に公社保有

土地の買戻しを行い、市土地開発公社の経営の健全化を目的として設置された会計です。 

歳入として、一般会計繰入金１０６，０００千円を計上しています。 

歳出では、公債費として市債元利償還金の１０６，０００千円を計上しています。 

なお、本年度においては本会計での土地取得の予定はありません。 

 

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）  当初予算額 ４，３６１，０００千円 

 国民健康保険制度は、医療保険制度の中核として、大変重要な役割を果たしておりま

す。急速な高齢化の進展や医療の高度化などにより、医療費は年々増加傾向にある一方、

経済の長期低迷による失業者など所得の少ない方の加入割合が増加しています。税収不

足を補うため、これまで国民健康保険財政調整基金を取崩して国保会計を運営してきま

したが、昨年度、国保財政の健全化を図るべく国保税率の改正を実施したところです。 

 しかし、国民健康保険の構造的な問題や、依然として医療費の伸びや所得減少による

国保税収の減収が大きいことから、今後も厳しい国保運営を強いられています。 

なお、平成２５年１２月末現在の国保加入者は、一般被保険者９，６７２人、退職等

被保険者８６０人で、加入世帯数は５，７００世帯です。 

歳入では主なものとして、国民健康保険税８６１，１８４千円、国庫負担金６７７，

９４３千円、国庫補助金２８９，７０８千円、療養給付費等交付金３７３，７６７千円、
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前期高齢者交付金１，２２７，９５６千円、県負担金３３，３６４千円、県補助金１９

９，８５０千円、共同事業交付金４９０，５５３千円、繰入金１９８，７４３千円、諸

収入７，５８０千円を計上しています。 

歳出では主なものとして、総務費１９，６９１千円、保険給付費２，８９５，０６２

千円、後期高齢者支援金５７７，３６０千円、介護納付金２６３，７０２千円、共同事

業拠出金５００，１９８千円、保健事業費４０，９５２千円、諸支出金１３，５６５千

円を計上しています。 

 

国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）  当初予算額  １５０，２００千円 

 宇陀市国民健康保険直営診療所は、東里診療所と田口診療所の２ヶ所を設置しています。

 過疎化が進む地域にあって高齢化は深刻な悩みであり、地域内での診療所は、医療過疎地

域における第１次診療を行う「へき地医療」機関として、疾病の早期発見、早期治療に大き

な役割を担っています。 

しかし、診療圏内の人口の減少と診療報酬や薬価の改正等により運営は厳しい状況となっ

ており、東里診療所の患者数は延べ４，３００人、田口診療所は延べ３，９３０人と減少傾

向（Ｈ２３⇒Ｈ２４年度）にあります。 

歳入の主なものについては、診療収入１２０，３８０千円、使用料及び手数料７００千円、

県支出金３４４千円、繰入金２５，９５３千円、諸収入２，８２２千円等を計上しています。 

 歳出では、総務費７２，９５０千円、医療費７５，７８８千円、公債費１，２５３千円等

を計上しています。 

 

介護保険事業特別会計        当初予算額 ３，７７１，０００千円 

 本年度の予算は、保険加入者が約１１，０００人で、保険給付は要介護あるいは要支

援の認定を受けた方を対象とし、約２，５００人を対象者として見込んでいます。 
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 歳入の主なものとしては、第１号被保険者保険料６９９，７１１千円、国庫支出金９

０４，０８２千円、支払基金交付金１，０６７，４３２千円、県支出金５６４，１０７

千円、一般会計繰入金５０９，０９７千円を計上しています。 

 歳出の主なものは、介護認定審査会経費等の総務費３８，５６５千円、保険給付費３，

６５７，７８５千円、地域支援事業費７３，８０６千円を見込んでいます。 

 

 後期高齢者医療事業特別会計       当初予算額 ４３２，０００千円 

 後期高齢者医療制度は、７５歳以上の高齢者と一定の障害がある６５歳以上７５歳未

満の方の医療を保障するもので各都道府県の後期高齢者医療広域連合が事業主体とな

り、市町村は保険料の徴収、各種申請・届出書受付事務、保健事業の受託業務などを行

っています。 

後期高齢者医療制度の保険料率は法律で２年毎に見直すこととされ、平成２６年度は

見直しの年度となり、平成２６年度と平成２７年度の２年間の保険料率が改正されるこ

とになります。 

歳入では主なものとして、被保険者からの保険料２９４，４５９千円、後期高齢者医

療広域連合と市での事務費に対応する一般会計繰入金２１，３９３千円、低所得者に対

する保険料軽減分を補てんする保険基盤安定繰入金１０８，０４５千円を計上していま

す。 

歳出では主なものとして、保険料徴収等にかかる事務経費として総務費３，２１８千

円、広域連合へ納付する保険料や広域連合の事務費負担金等としての後期高齢者医療広

域連合納付金４２０，１４６千円、高齢者の健康診査に充てる経費として保健事業費７，

７５８千円を計上しています。 
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簡易水道事業特別会計          当初予算額 ６２４，２００千円 

簡易水道事業の現状は、給水区域が１９給水区域と広範囲に及ぶ多くの施設の維持管

理について、より合理的な管理体制の強化により経費の削減を図りながら、１２，７０

２人（Ｈ２５年１２月末給水人口）の受水者への安心、安全、安定した飲料水の供給に

努めています。 

また、水道未普及地域の解消を図るべく、効率的な給水計画を検討し、給配水管等施

設整備を進めています。 

平成２６年度の主な整備工事としては、受託工事である県道上笠間三本松停車場線改

良工事に伴う水道管移設工事及び菟田野松井地区下水道枝線布設工事に伴う水道管移

設工事を実施する予定です。 

歳入の主なものは、水道使用料２８２，９５８千円、県補助金１５，２３５千円、一

般会計繰入金２９０，８８５千円、簡易水道基金繰入金２３，２４２千円、市債３，６

００千円を計上しています。 

歳出の主なものは、市内全域の簡易水道施設管理に要する、光熱水費、機械器具修繕、

医薬材料費、県営水道受水費用等の総務管理費総額３３３，９８４千円と、未普及地域

の解消のための工事請負費等の施設整備費総額１５，１２８千円、市債償還金の元金・

利子をあわせた公債費２７４，０８８千円を計上しています。 

 

下水道事業特別会計             当初予算額 ９００，９００千円 

 公共下水道事業は、昭和５６年度より面整備を年次計画で開始してから３４年目に入

り、昭和６２年度より一部供用を開始して２８年目となります。施設の老朽化も進んで

おり、今後は施設の更新等に配慮した事業計画が必要となってきます。 

本年度の当初予算では維持管理費として、マンホールポンプ場の修繕工事や榛原第１

中継ポンプ場のポンプのオーバーホールをはじめとして老朽部品の取替等の経費を計
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上しています。長寿命化計画と合わせて既存施設の維持管理に努めます。 

 一方、市街化区域内の未普及地域の整備について下水道管布設工事（菟田野松井地内）

を予定しています。 

 歳入の主なものは、使用料及び手数料２６１，１０９千円、国庫支出金５，５００千

円、一般会計繰入金３６５，４６９千円、市債（資本費平準化債を含む）２６８，８０

０千円等を計上しています。 

 歳出の主なものは、下水道費２７０，０４０千円、公共下水道建設費３７，９６０千

円、公債費５９１，４００千円を計上しています。 

 

保養センター事業特別会計 

（収益的収入及び支出） 収益的収入  １７５，９８７千円 

収益的支出  １７５，９８７千円 

（資本的収入及び支出） 資本的収入   ２５，５３２千円 

資本的支出   ２５，５３２千円 

 保養センター美榛苑は、平成２２年１０月に指定管理者へ経営移行したことにより、

営業にかかる経理は指定管理者のもとでおこなわれています。 

収益的収入では、営業外収益として一般会計からの経営健全化補助金１４２,６７３

千円、及び指定管理者からの定額納付金３０,８５７千円を含めた合計１７５,９８７千

円を計上しています。 

 収益的支出では、減価償却費３８,６６３千円、支払い利息３,０１８千円等で合計１

７５,９８７千円を計上しています。 

 資本的収入では、経営健全化補助金２４,５１４千円、事業実施分１,０１８千円を計

上し、資本的支出では、企業債償還金２４,５１４千円及びリース債務支払額１,０１８

千円等の合計２５,５３２千円を計上しています。 
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宇陀市立病院事業特別会計 

（収益的収入及び支出） 収益的収入 ３，３７９，０００千円 

              収益的支出 ３，９８０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 資本的収入    ２１，６００千円 

              資本的支出   ３１５，５９０千円 

 平成２６年度の業務の予定量は、年間入院患者数５１，１００人（一日平均１４０人）、

年間外来患者数１０２，０６０人（一日平均４２０人）を見込んでいます。 

収益的収入は、医業収益を２，９２８，３４０千円としています。その内訳として入

院収益が１，８９２，７６０千円、外来収益が８９９，５００千円、その他医業収益は

１３６，０８０千円をそれぞれ計上しています。 

また、医業外収益については４５０，６６０千円を見込んでいます。 

なお、地方公営企業法第１７条の２に基づく一般会計からの繰入金については、繰入

れ基準の内容（目的）に応じて、医業収益及び医業外収益において、他会計負担金また

は他会計補助金、資本費繰入益として計上しています。 

 一方、医業費用については３，９８０，０００千円としています。その主なものとし

て給与費２，０４４，０００千円、材料費４４６，０００千円、経費５３６，７５０千

円、減価償却費４２７，４００千円、研究研修費６，４００千円などを計上しています。 

医業外費用は企業債利息、保育所費などで７１，３５０千円を計上しています。 

また、特別損失については、４４１，０００千円、予備費については、昨年度同様４，

５００千円を計上しています。 

平成２６年度においては、収益的支出が収益的収入を上回る６０１，０００千円の不

均衡予算として編成しています。これは、平成２６年度から適用される新会計基準に伴

い、単年度限りではありますが、退職給付引当金や貸倒引当金、賞与等引当金として処
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理するものをその他特別損失として計４３９，０００千円を計上していることと、新病

院建設時に導入した医療機器等の減価償却費が短期間（５年～６年）での償却のため、

減価償却費が多額となり、収益で見込むことが難しいためです。 

資本的収入の予算は、一般会計からの繰入金２１，６００千円を計上しています。 

資本的支出については、建設改良費として有形固定資産購入費４３，２００千円を、

企業債償還金としては２６３，３００千円を、また、看護師等修学資金貸付金として９，

０９０千円を計上し、資本的支出の総計は３１５，５９０円としています。 

これにより資本的収入額が資本的支出額に対して２９３，９９０千円不足することと

なりますが、これについては当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び過年

度分損益勘定留保資金で補てんすることとしています。 

 

介護老人保健施設事業特別会計 

（収益的収入及び支出）  収益的収入 ５２８，０００千円 

              収益的支出 ５７２，０００千円 

（資本的収入及び支出）  資本的収入      １０千円 

              資本的支出  ５２，０００千円 

 本年度の業務予定量は、年間入所者数３５，８１８人（１日平均９８．１人）、年間

通所者数４，７５８人（１日平均１９．５人）で、昨年度と同数を見込んでいます。 

収益的収入として、施設運営事業収益５１３，９００千円を見込み、その内訳は介護

報酬収益４４４，８００千円、施設利用料収益６８，４００千円、その他施設運営事業

収益７００千円を計上しています。また、施設運営事業外収益については１４，０００

千円を計上しています。なお、本年度から、みなし償却制度が廃止されることに伴い、

長期前受金戻入益４,６００千円を計上しています。 

 一方、収益的支出では、施設運営事業費用５１５，４００千円を見込み、その主なも
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のとして給与費３２６，２００千円、材料費４１，５００千円、経費８７，２００千円、

減価償却費５９，６００千円等を計上しています。施設運営事業外費用については１３，

１００千円を計上しています。なお本年度から、新会計基準を適用するため、経過措置

として退職給付引当金２３,８００千円及び賞与引当金１７,７００千円を特別損失と

して計上しておりこの結果、収益的支出が収益的収入を４４,０００千円上回る不均衡

予算となっています。 

 資本的収入は、固定資産売却代金１０千円を計上しています。資本的支出では、備品

購入費用として２，１５０千円及び企業債償還金４９，８５０千円を計上しています。

なお、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額５１，９９０千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額、及び過年度分損益勘定留保資金で補てんする

予定です。 

 

水道事業特別会計 

（収益的収入及び支出）  収益的収入 ６３８，０００千円 

              収益的支出 ６３８，０００千円 

（資本的収入及び支出）  資本的収入   ５，５８２千円 

              資本的支出  ８６，６４７千円 

 本年度の業務の予定量は給水戸数５，７３０戸、年間総給水量１，７９５，０００㎥、  

一日平均給水量４，９１８㎥を見込んでいます。 

 収益的収入は、給水収益３８９，０００千円を見込んでいます。 

収益的支出においては、動力費、減価償却費などが増加するものの、その他の経費に

おいてできる限り節減を図っていきます。 

 資本的収入は、給水分担金５，５６２千円及び他会計補助金２０千円を計上していま

す。 
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 資本的支出は、営業設備費といたしまして量水器購入費２，９６３千円、漏水調査に

係る機器の購入費といたしまして８４３千円を、また、水道建設事業費といたしまして

給与費等２１，５５２千円、企業債償還金５９，７１２千円を含め総額８６，６４７千

円を計上しています。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８１，０６５千円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額及び過年度分損益勘定留保資金で補てんする

予定です。 
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